
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

補助事業の目的 

新規上場（ＩＰＯ）を目指す企業の上場準備等に要する経費等を支援す

ることにより、次世代を担う高成長企業の創出および地域経済の持続的

な発展に寄与することを目的とする。 

補助率 ２分の１以内 

補助限度 １，０００万円（補助下限額５００万円） 

採択予定数 ２件程度 

補助対象事業者 

本事業補助対象者は、日本国内の金融商品取引所での株式上場を目指す

企業であって、次に掲げる要件をいずれも満たす者であること。 

（１）福井県内に本店を有する、非上場企業。  

      ただし、「みなし大企業」、「上場子会社およびグループ会社」は  

除く。 

（２）直近決算期の売上高が１億円以上であること。 

（３）５年後に、直近決算期の２倍以上の売上高が見込める計画を有 

すること。 

（４）原則、補助事業に係る県の会計年度の１月末迄に県が提供する

メンタリング（３回程度）を受ける意思があること。 

（５）同一年度内において、ふくい創業活性化事業（成長支援）助成

金に申請していないこと。 

※本補助金とふくい創業活性化事業（成長支援）助成金は、同

一年度内においていずれか一方のみ申請することができ、両方

の補助金に重複して申請することはできないものとする。 

（６）株式上場後も、引き続き福井県内に本店を置く意思を有する 

者。 

補助事業期間 

補助金交付事業の期間は、交付決定の日から交付決定日の属する年度の

１月末日までを原則とする。 

ただし、着手日（２０２６年４月１日以降）から交付決定日の前日まで

に行われた事業に要する経費についても、事前着手届出書（様式第１３

号）の提出により、事業計画書に記載する事業との同一性の確認が可能

で、かつ適正と認められる場合、補助対象とすることができることとす

る。事前着手の承認を受けた場合であっても、補助対象経費は交付決定

日以後に支払った経費に限る。事前着手届出書は必ず事業計画書に添え

て、応募時に提出すること。 

 

●募集期間   令和８年８月６日(木)～令和８年８月３１日(月)１６時 

 

福井県内における新規上場（ＩＰＯ）を目指す有望な企業に対し、上場準備等に要する

経費の一部を補助します。 

 

【新設】ふくいベンチャー創出支援事業補助金 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※税別購入価格が 100,000 円未満の経費は補助対象になりません。 詳細は交付要領をご確認

ください。 

【お問い合せ先】 

福井県産業労働部経営改革課  (TEL  0776-20-0378)  

〒910‐8580 福井県福井市大手 3 丁目17−1  

《HP》 https://www.pref.fukui.lg.jp/doc/sinsan/ipo.html 

【補助対象経費】 

■次の（ア）（イ）にかかる経費のうち、下表に定める経費  

   （ア）ＩＰＯに向けての事業成長に必要な経費 

   （イ）ＩＰＯの準備にかかる経費 
 

経費区分 内容 

ＩＰＯに向けての

成長事業費 

店舗等借入費、事務所等改装費（ただし、不動産の増改築を除く。）、

機械器具の購入・改良・借用・修繕に要する経費、資材購入費、外注加

工費、機械改造費、借損料、会場借料、会場整備費、サンプル作成費、

雑役務費、通訳・翻訳料、委託費（ただし、その事業のすべてを委託す

るものを除く。）、産業財産権等取得費、資料購入費、印刷製本費、通

信運搬費、消耗品費等 

ＩＰＯ準備費 

委託費（IPO 準備のために監査法人、公認会計士、証券会社、IR コンサ

ルティング会社またはコンサルティング会社等へ支払う経費）、システム

費（会計システム入れ替え費）等 

 

福井県産業労働部経営改革課のＨＰから応募様式をダウンロードし、計画書を作成してください。 

応募から交付決定までの流れ 

➀事業計画書の作成 

添付書類と併せて福井県産業労働部経営改革課へ電子メールにてご提出ください。電子メール送信後、必ず電話により着

信の確認を行ってください。 

【提出先メールアドレス】keieikaikaku@pref.fukui.lg.jp 

 ※募集期間内にメールが届いていない場合は対象外となりますのでご留意ください。メールが送信エラーになる場合は   

  ご連絡ください。履歴事項全部証明書・県税に滞納がない旨の証明書・地方消費税の納税証明書については、スキャン

データをメールでご提出の上、原本を期間内にご郵送ください。 

※電子メールで受信できない場合があるため、ファイル容量が大きい場合は、本チラシ最下部記載の HP 内にある大容

量ファイル送信フォームをご活用ください。 

 

  
書面審査を通過した申請者は事業計画書の内容についてプレゼン形式で審査委員に説明していただきます。 

時期：２０２６年１０月６日（火）（予定） 

会場：福井県庁（予定）  

※書面審査結果は９月末までにお知らせする予定です。 

②提出 

③審査委員会の開催 

採択決定後、事業スタートとなります。事業期間は最長で翌年の１月末までとなります。 

事前着手に関しては交付要領よりご確認ください。 

④内定・採択 

mailto:keieikaikaku@pref.fukui.lg.jp

